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[証券コード 6082]
平成30年６月７日

株 主 各 位
東京都港区三田三丁目５番２７号

株式会社 ライドオンエクスプレスホールディングス
　 代表取締役社長 江見 朗

　

第17期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第17期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年６月26日（火曜日）午後６時までに到
着するようご返送いただきたく、お願い申し上げます。

敬 具
記

　

１．日 時 平成30年６月27日（水曜日） 午前10時（開場午前９時30分）
２．場 所 東京都港区芝公園２－４－１ 芝パークビルＢ館地下１階

　ＴＯＫＹＯ－ＣＯＮＶＥＮＴＩＯＮ ＨＡＬＬ ＡＰ浜松町
（詳細は後記の地図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第17期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業

報告および連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監
査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第17期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。また本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個

別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14条の定めに基づき、インターネット上の当社
ホームページ（http://www.rideonexpresshd.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知の
添付書類には記載しておりません。なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算
書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会が会計監査報告及び監査報告の作成に際して
監査した連結計算書類の一部です。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事
項をインターネット上の当社ホームページ（http://www.rideonexpresshd.co.jp）に掲載させて
いただきます。

◎ご出席の株主様向けのお土産のご用意および株主懇親会等の開催はございませんので、予めご了
承ください。

◎第17期定時株主総会の決議の結果については、書面による決議通知はお送りいたしませんのでご
了 承 く だ さ い。決 議 の 結 果 に つ い て は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.rideonexpresshd.co.jp）に掲載いたします。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過および成果

当連結会計年度における我が国経済は、海外経済の先行きや政策に関する不確

実性による影響が懸念されるものの、政府の経済対策や日本銀行の金融政策を背

景に、企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなど、景気は緩やかに回復してお

ります。

当社グループの属する宅配食市場におきましても、高齢化社会の進展、女性の

社会進出、小規模世帯の増加、インターネットの普及等により、今後も堅調に推

移すると考えられます。

このような状況の下、当社グループは「ご家庭での生活を『もっと美味しく、

もっと便利に』」を実現するために、中期経営計画「ＧＲＩＰ ２０２０」（平成

30年３月期～平成32年３月期）の達成を目指し、成長戦略・基盤強化策に基づく

事業活動に取り組んでまいりました。当連結会計年度においては、ＷＥＢからの

注文比率向上に向けた販売促進の強化、提携レストランの宅配代行サービス「フ

ァインダイン」の事業拡大に向けた活動等に加え、フードデリバリーにおける自

動走行宅配ロボットの実証実験への投資等を実施したことによる販売費及び一般

管理費の増加等により、営業利益は前連結会計年度と比べ減少いたしました。

なお、当社グループはオンデマンド（お客様の要求に応じて即時にサービスを

提供する）でのサービス提供を軸とした「オンデマンドプラットフォーム」の構

築及び今後のサービス拡大に向けた新業態の開発やＭ＆Ａ等の検討を進めるため、

平成29年10月２日付で持株会社体制へと移行いたしました。

これらの結果、当連結会計年度の業績は売上高19,140百万円（前年同期比6.4％

増）、営業利益1,003百万円（前年同期比9.6％減）、経常利益964百万円（前年同期

比12.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益535百万円（前年同期比11.6％減）

となりました。

　
　 主な活動状況は以下のとおりです。

①店舗・拠点

当連結会計年度末におけるＦＣを含むチェーン全体の店舗数は735店舗（直営店

253店舗、ＦＣ店482店舗）、拠点数は371拠点（直営店101拠点、ＦＣ店270拠点）
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となりました（※）。

　
※当社グループのチェーンでは、商品を宅配するための事業所を全国に配置しており、これを

「拠点」と呼んでおります。また、消費者に提供するメニューの種類ごとに設置される設備（宅

配寿司「銀のさら」や宅配御膳「釜寅」等）、及び「ファインダイン」における消費者が選ぶこ

とのできる提携レストランのラインナップ（メニュー）毎の配送機能を「店舗」と呼び、一つ

の「拠点」に複数の「店舗」を設置することがあります。

　

店舗数・拠点数の推移は、以下のとおりであります。

　

[店舗数の推移]

区分 ブランド
前連結
会計
年度末

新規
出店

閉店
区分変更 当連結

会計
年度末増加 減少

直営 銀のさら 86 － △１ ９ △２ 92

釜寅 54 ４ － ６ △２ 62

すし上等！ 60 － － ６ － 66

ファインダイン 20 13 － － － 33

その他 ３ － △３ － － －

直営合計 店舗数 223 17 △４ 21 △４ 253

ＦＣ 銀のさら 276 － － ２ △９ 269

釜寅 131 － － ２ △６ 127

すし上等！ 93 － △１ － △６ 86

ＦＣ合計 店舗数 500 － △１ ４ △21 482

チェーン合計 店舗数 723 17 △５ 25 △25 735

（注）区分変更における直営店舗の増加は、主にＦＣ店舗が閉店したエリアに直営店舗が出店したこ
とによるものであり、ＦＣ店舗の増加とは、直営店舗の加盟企業への売却によるものです。
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[拠点数の推移]

拠点
前連結
会計
年度末

拠点
開設

拠点
閉鎖

区分変更 当連結
会計
年度末増加 減少

直営 拠点数 94 ２ △２ ９ △２ 101

ＦＣ 拠点数 277 － － ２ △９ 270

チェーン合計 拠点数 371 ２ △２ 11 △11 371

　

②各ブランドの状況

商品戦略としましては、期間限定商品として、宅配寿司「銀のさら」では、人

気の高い「本マグロ 大トロ」、「トロサーモン」、「大生エビ」を使用した商品の

提供や、北海道産の食材にこだわり、厳選した「極上イクラ」、「北釧いわし」等

を使用した北海道フェアを実施いたしました。宅配御膳「釜寅」においては、カ

ニ・ウニ・イクラを使用した「三宝釜飯」、「東坡肉釜飯」、広島産の牡蠣を使用し

た「カキ釜飯」、「金目鯛釜飯」を提供しております。

なお、「銀のさら」「釜寅」においては、顧客満足度の向上、新規顧客の獲得・

リピート利用の促進等を目的として、７月から全エリアにてメニューを改定して

おります。

また、「銀のさら」においては、年末年始を含む12・１月が、年間において一番

お客様のご利用数が多く、収益を獲得できる時期であるため、高級食材を使用し

た期間限定桶の提供、ＷＥＢ注文サイトにおける年末年始用ページの作成、早期

のＷＥＢ予約受付、年末年始期間のお届け時間枠の拡大等を実施することで、お

客様の満足度・利便性及び収益性の向上、新規顧客の獲得に取り組んでまいりま

した。

宅配寿司の第２ブランドである「すし上等！」においては、９月より手巻き寿

司や丼といったバラエティメニューを取り入れたメニュー改定を実施しておりま

す。「銀のさら」との差別化を図るとともに、様々なお客様のニーズに応えること

で、新たな顧客層の開拓を進めてまいります。

販売戦略としましては、繁忙期であるゴールデンウィーク、お盆期間、年末年

始のテレビＣＭとして、マグロのＤＨＡにフォーカスした「結婚編」、「銀のさら」

のおいしさを楽しく表現した「同じくらい編」、３月には素材の活きの良さを表現

した「上司編」、「バレエ編」の放映を実施いたしました。

ＷＥＢにおける販売促進においては、４月には、お誕生月にプレゼントが届く

「『銀のさら』ハッピーバースシーキャンペーン」を開始、また、人生の瞬間と

「銀のさら」の素材の良さを面白く表現した体験型ＷＥＢムービー「Ｓｌｉｃｅ

ｏｆ Ｌｉｆｅ」の作成、配信を行いました。５月には「銀のさら・すし上等！」
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ＳＮＳ写真投稿キャンペーン「すしったグラム」を開始いたしました。７月には、

「銀のさら」ＬＩＮＥ公式アカウントを開設し、顧客接点の強化に努めておりま

す。また、９月には宅配寿司「すし上等！」のメニュー改定に併せたキャンペー

ンを実施しております。１月にはソーシャルログイン機能を導入し、顧客の利便

性向上に努める等、ＷＥＢ会員、顧客に向けた販売促進及び認知度向上のための

施策を実施いたしました。

既存顧客に向けては、顧客属性にあわせた計画的なＤＭの実施、メールマガジ

ンの配信等、ＣＲＭ（※）の確立に向けた活動を行うとともに、10月からはＷＥ

Ｂからの注文促進に向けたＤＭを実施しております。

これらの活動の結果、当連結会計年度における宅配寿司（「銀のさら」「すし上

等！」）のチェーン総売上高は過去最高の288億円となりました。

　
※Customer Relationship Managementの略。顧客接点での情報を統合管理し、顧客との長期的な

関係性を構築、製品・サービスの継続的な利用を促すことで収益の拡大を図るマーケティング

手法。

　

宅配弁当「銀のお弁当」においては、他ブランドの拡大に向けた活動に当社グ

ループのリソースを集中させるため、運営しておりました１店舗を平成29年５月

31日の営業をもって閉店いたしました。

また、宅配とんかつ「あげ膳」、宅配カレー「カレーキャリー」においても、

「銀のお弁当」と同様の理由により、運営しておりました各１店舗を平成29年７月

28日の営業をもって閉店いたしました。

　

提携レストランの宅配代行サービス「ファインダイン」においては、「ファイン

ダイン」と他ブランドとの複合化による更なる生産性の向上を目指し、受注対応、

調理対応におけるシステム、オペレーションの構築を行っております。また、１

月には「ファインダイン」の公式ホームページをリニューアルし、顧客の利便性

の向上に努めております。提携レストランの開拓においては、営業人員の増加等

を行い積極的に活動を行いました。その結果、当連結会計年度末における提携レ

ストラン数は、880店舗となりました。

　

上記、各ブランドの取り組みに加え、フードデリバリーにおける自動走行宅配

ロボットの実現に向けて、株式会社ＺＭＰとともに、実証実験をすすめておりま

す。

　

また、平成30年１月29日付でライドオン・エースタート２号投資事業有限責任

組合を設立いたしました。中長期的な視野で将来性のある技術系ベンチャー企業
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等への投資を推進していくことで、当社グループ全体として、短期的なシナジー

効果に拘らず、先進技術への知見を深めていきたいと考えております。

　

なお、当連結会計年度に加盟店６店舗の買取を行ったため、営業外費用（加盟

店舗買取損）95百万円を計上いたしました。

また、当連結会計年度に当社の連結子会社であるライドオン・エースタート１

号投資事業有限責任組合が保有する株式の一部を売却したことにより、営業外収

益（投資有価証券売却益）61百万円を計上いたしました。

　(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は380,829千円（無形固定資産を含む）

であり、主に新店舗の出店、既存店舗の移転を目的とした設備投資を実施いたし

ました。設備投資額の内訳は、建物53,800千円、車両運搬具13,120千円、工具、

器具及び備品80,776千円、その他資産5,212千円であります。

また、店舗運営システム及びＷＥＢ受注システム等への設備投資額は、227,919

千円となりました。

なお、上記設備投資額には、資産除去債務会計基準適用による増加額は含まれ

ておりません。

　(3) 資金調達の状況

当社グループは、当連結会計年度において、新株予約権の行使による新株発行

により13,839千円の資金調達を行いました。

　

　(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
当社は、平成29年４月14日開催の取締役会及び平成29年６月28日開催の第16期

定時株主総会の決定に基づき、平成29年10月２日付で当社を分割会社とする会社

分割（新設分割）を実施し、持株会社体制へ移行いたしました。これに伴い当社

は商号を「株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス」に変更いたしま

した。

　(5) 対処すべき課題

当社グループは、「ビジネスを通じ、相手の幸せが自らの喜びと感ずる境地を目

指す」という企業理念に基づき、お客様の「ご家庭での生活を『もっと美味しく、

もっと便利に』」を実現していくことが、当社グループの使命であると認識してお

ります。
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お客様

マーケティング
ノウハウ

リアル
ネットワーク

ビッグデータ

・在宅サービス

・ビッグデータ

・宅配物流ネットワーク

当社グループ
のリソース

シナジー
効果

新たな
サービス

当社グループ
宅配事業

販売戦略

配送網の
活用

リソース
の提供

ファンドから
の投資

情報の蓄積

当社グループにおいては、現在、宅配事業における拠点ブランドとして宅配寿

司「銀のさら」を、複合化ブランドとして宅配御膳「釜寅」／宅配寿司「すし上

等！」を、提携レストランの宅配代行ブランドとして「ファインダイン」を展開

しております。これら全国の宅配拠点（デリバリー）ネットワーク、事業活動に

おいて構築した顧客データベース（ビッグデータ（※））、One to Oneマーケティ

ングによる販売促進ノウハウ、それらリソースとのシナジー効果を上げられる業

務提携やＭ＆Ａ、ファンドからの投資等を通じ、より多くのお客様に支持される

本物の味と、自宅にいながらにして「受けられるサービス・楽しめるコンテン

ツ・届けられる商品」をスピーディに提供することによって、「誰もがご自宅にい

ながらにして、より便利で快適な新しいライフスタイルの創出」に貢献していく

「次世代ホームネット戦略」を基本戦略としております。

「次世代ホームネット戦略」の実現に向けて、今後更なるお客様のニーズに応

えていくために、オンデマンド（お客様の要求に応じて即時にサービスを提供す

る）でのサービス提供を軸とした「オンデマンドプラットフォーム」の構築に向

けて事業活動を進めてまいります。
　

　※巨大で複雑なデジタルデータの集積のこと。
　

　 [次世代ホームネット戦略 概念図]

基本戦略の遂行及び経営基盤の強化のため、以下の課題に取り組んでまいりま

す。
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①店舗数の増加について

平成29年度の当社グループのチェーン総売上高は、宅配寿司（「銀のさら」「す

し上等！」）288億円、宅配御膳「釜寅」36億円となっております。また、宅配代

行サービス「ファインダイン」においては、800店を超えるレストランの宅配代行

を行っております。

今後、事業を拡大するためには、宅配事業の店舗数の増加が重要な課題である

と認識しております。当社グループにおける店舗展開においては、主に既存の拠

点内において複数のブランドを出店（複合化）する「複合化戦略」をとっており

ます。当社グループの宅配事業は外食のような来店型ではないため、１拠点内で

複数のブランドを運営することが可能であります。１拠点内で複数のブランドを

出店することにより、売上高の拡大ならびに各種コストの共有化による収益性の

強化を実現しております。

この「複合化戦略」による店舗数の増加に向けて、既存拠点での別ブランドの

新規出店を促進してまいります。また、既存ブランドのみならず複合化による収

益性の強化が可能な宅配ブランドを、自社開発及びＭ＆Ａ等によって増やしてい

くことも検討し、店舗数の増加を進めてまいります。

さらに、今後、中長期的には、海外への展開を検討していく方針です。

なお、株式会社富士経済の調べによる「外食産業マーケティング便覧2017 No.

１（注）」においては、平成28年における宅配寿司市場の市場規模は568億円、宅

配釜飯市場の市場規模は46億円と推計される旨が記載されております。

　
（注）株式会社富士経済の調べにおける「宅配寿司市場」には、来店型寿司店等の出前及びファミ

リーレストラン、スーパーマーケット、コンビニエンスストア等の宅配は含まれておりませ
ん。「宅配釜飯市場」には、来店型釜飯店、和食レストラン等の宅配は含まれておりません。
また、株式会社富士経済の調べにおける「平成28年」とは、主に各企業の１月から12月の実
績値となりますが、一部、企業により年間実績の対象月が異なります。一方で、平成29年度
の当社グループのチェーン総売上高は、平成29年４月から平成30年３月の実績値となります。
なお、掲載しております市場規模のデータにつきましては、当社グループが事業環境の説明
を行う上で、参考となりうる情報として記載しておりますので、調査方法や調査対象企業、
調査時期等により市場規模数値は異なる可能性があります。

　

②新商品及び新サービスの開発について

高齢化社会の進展、女性の社会進出、小規模世帯の増加、インターネットの普

及等の背景の下、消費者の形態・ニーズは多様に変化しております。「銀のさら」

をはじめとする当社グループの各ブランドにおいて、それぞれのコアターゲット

とする顧客層のニーズを把握し、新商品の開発、メニュー改定等を実施していく

ことは重要な課題であると認識しております。

当社グループにおいては、注文を受けてから速やかに配達するオンデマンドデ
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リバリー（即時配達）を基本とした宅配食市場に向けたサービスを展開しており

ます。主たるブランドであります宅配寿司「銀のさら」の顧客構成においては、

若年層から高齢層まで幅広く分布しておりますが、利用頻度においては50代以上

が高いという特性があり、また宅配御膳「釜寅」では、30代・40代のご利用が多

くみられることから、今後の更なる高齢化や第２次ベビーブーム世代の人口推移

とともに、拡大することが想定されます。また、宅配寿司の第２ブランド「すし

上等！」においては、「銀のさら」よりも安価で、より日常的なご利用を促進する

ことにより、宅配寿司の利用機会の創出・増加につなげていけると考えておりま

す。

また、提携レストランの宅配代行サービス「ファインダイン」においては、従

来の宅配利用者とは異なった新たな顧客層を取り込むことで、お客様のニーズに

多面的に応えていけると考えております。

当社グループでは、蓄積された顧客データベース（ビッグデータ）の分析及び

定期的な顧客調査を行い、お客様の満足度が高い商品の提供に努めております。

その食材の調達においては、700店舗を超えるスケールメリットを生かし、味・品

質・サイズ・部位・納品ロット・産地等に独自の規格を設け、加工業者の対応可

否を確認の上、仕入商品を確定しております。

今後も堅調に推移すると考えられる宅配食市場及び今後の広がりが期待される

オンデマンドデリバリーのニーズを把握するための調査活動を実施し、顧客のニ

ーズを喚起する新商品の投入、メニューの改定等に取り組んでまいります。

また、提携レストランの宅配代行サービス「ファインダイン」においては、外

部サイトとの連携等による、情報（ネット）と宅配（リアル）を活用した新たな

サービスを検討してまいります。

　

③販売促進活動について

当社グループの宅配事業においては、新規顧客の獲得に加え、リピート顧客の

再注文が重要となっております。個々のニーズにあわせた利用喚起を行う上で、

インターネットの普及、それに伴う電子商取引市場規模の拡大といった背景によ

り、インターネットにおける販売戦略も重要な課題であると考えております。

従前、販売促進の手法としましては、長年の宅配事業において培った効率的な

頻度・数量のメニュー・折込チラシの配布、チェーン全体のイメージ・売上アッ

プのためのテレビコマーシャル放映、顧客に向けてのダイレクトメール等による

活動を行ってまいりました。

一方、インターネット経由での注文が増加し、ネット環境への対応が必要な状

況となってきていることから、ＷＥＢにおける販売戦略を確立すべく、ＷＥＢ受

注サイトの自社開発・運営、ＷＥＢを活用した販売促進活動を積極的に展開して
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おります。

当社グループは、宅配事業ならではの注文履歴をはじめとした様々なお客様情

報、アンケート活動等により取得したお誕生日・記念日情報等、多様な顧客情報

を保有しておりますので、それらをＷＥＢとともに活用することで、個々のお客

様のニーズにあわせた情報、サービスの提供、コミュニケーション及び受注活動

を円滑に行うことが可能となると考えております。今後の更なるサービス力・売

上の向上のためにも、ＷＥＢを活用したOne to Oneマーケティング手法を確立す

べく取り組んでまいります。

　

④システムの強化について

宅配事業においては、システムの活用が店舗運営及び戦略立案上、重要である

と認識しております。当社グループの主たる事業であります宅配寿司「銀のさら」

「すし上等！」、宅配御膳「釜寅」等においては、店舗における受注システム、Ｗ

ＥＢサイトにおける受注システム及び注文・顧客・店舗運営管理情報等を格納す

るシステム等を自社にて開発、構築しており、それらを活用しながら、日々の店

舗運営、分析等を行っております。

また、提携レストランの宅配代行サービス「ファインダイン」においては、Ｗ

ＥＢ受注システム、電話受注システム、ＧＰＳやデリバリーログデータを活用し

た配車システム、デリバリースタッフとの連携機能、レストランとの注文連携に

おける情報伝達機能等を統合した、独自のシステム体制を構築、運用しておりま

す。

今後も店舗運営の効率化、戦略立案における精度の高い分析、お客様にとって

の利便性等を向上するためにも、システムの強化に取り組んでまいります。

　

⑤人財（※）の採用及び育成について

当社グループが今後事業を拡大するにあたってその事業特性から、店舗拡大に

伴った人財の確保及び質の向上が重要な課題であると認識しております。

当社グループにおける人財は、社員（店舗運営及び店舗支援社員、本部サポー

ト社員）ならびに店舗運営に携わるクルー（アルバイト、パート）で構成されて

おります。

社員の採用については、計画的に実施する新卒採用、中途採用に加え、既存店

舗のクルーからの社員登用も積極的に行っております。クルーに関しましては、

店舗数の増減に応じて、必要数の確保を行っております。

人財育成については、高い能力・技術を必要とする店長候補の育成のために

「店長研修」の充実を図り、定期的に「店長会議」を開催し、継続的な研修・情報

共有を行っております。本部サポート社員に関しましては、業務内容・能力・役
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職に応じた各種研修を行っております。

また、当社グループの事業においては、電話受注・お届け時の対応といった短

い接客時間における心のこもったサービスが重要であるため、クルーにおいては、

接客における教育を重視しております。クルーのモチベーションアップが当社グ

ループの業績に好影響を与えると考えていることから、定期的にサービス・業務

効率向上のためのキャンペーンや、成果発表会及び表彰イベントを開催し、モチ

ベーションの維持向上に取り組んでおります。

上記の採用、育成活動を都度ブラッシュアップし、優秀な人財の採用・育成に

努めてまいります。

　
※当社グループでは、従業員は当社グループの運営を担う上で重要な存在であると考え、「材」で

はなく「財」の字を用いて「人財」と表記しております。

　

⑥衛生管理の強化、徹底について

食品業界においては、食品の安全性や品質管理に対する社会的な要請が強くな

っております。当社グループの各店舗では、衛生管理マニュアルに基づく衛生・

品質管理を徹底しているとともに、定期的に本社人員による衛生評価及び外部検

査機関による検査を行っており、その結果より各店舗に衛生管理指導を行うなど

の衛生管理体制を整備しております。今後も法改正等に対応しながら、更なる衛

生管理体制の強化を行ってまいります。

　

⑦経営管理組織の充実について

当社グループは、企業価値を高め、株主の皆様をはじめとするステークホルダ

ーに信頼され、支持される企業となるために、コーポレート・ガバナンスの強化、

充実が不可欠であると考えております。そのため、更なる企業規模の拡大の基盤

となる経営管理組織を構築していくため、今後においても意思決定の明確化、組

織体制の最適化、内部監査体制の充実及び監査等委員会ならびに監査法人による

監査との連携を強化し、加えて、全従業員に対しても、継続的な啓蒙、教育活動

を行ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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　(6) 財産および損益の状況の推移
　 ①企業集団の財産及び損益の状況
　

区 分
第14期

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

第15期
自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

第16期
自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

第17期
自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売 上 高 (千円) 17,246,744 17,346,161 17,988,081 19,140,712

経 常 利 益 (千円) 1,050,197 1,180,974 1,105,296 964,367

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 558,422 673,003 605,471 535,277

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 58円76銭 66円17銭 58円50銭 51円20銭

総 資 産 (千円) 6,312,410 6,814,844 7,159,586 10,055,315

純 資 産 (千円) 3,219,189 3,836,369 4,367,106 5,060,820

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 317円96銭 371円55銭 418円28銭 480円72銭
　

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．１株当たり純資産は、期末の発行済株式総数に基づき算出しております。
３．平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
４．１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産については、株式分割が第14期の期首に行わ

れたものとして算定しております。
　

　 ②当社の財産及び損益の状況
　

区 分
第14期

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

第15期
自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

第16期
自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

第17期
自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売 上 高 (千円) 17,246,744 17,346,161 17,988,081 9,161,795

経 常 利 益 (千円) 1,050,197 1,181,524 1,104,780 274,659

当 期 純 利 益 (千円) 558,422 673,516 604,916 127,581

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 58円76銭 66円22銭 58円45銭 12円20銭

総 資 産 (千円) 6,310,410 6,812,907 7,157,078 10,197,861

純 資 産 (千円) 3,217,189 3,834,932 4,365,139 4,650,650

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 317円96銭 371円60銭 418円18銭 441円96銭
　

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．１株当たり純資産は、期末の発行済株式総数に基づき算出しております。
３．平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
４．１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産については、株式分割が第14期の期首に行わ

れたものとして算定しております。
５．当社は、平成29年10月２日付で、会社分割により持株会社体制へ移行したため、第17期の

財務及び損益の状況は、第16期と比較して大幅に変動しております。
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　(7) 重要な親会社および子会社の状況

　 ①親会社の状況

該当事項はありません。

　

　 ②子会社の状況

名称
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

株式会社ライドオンエクスプレス 120,000

宅配事業
（フランチャイズ本部機能及
び首都圏以外の直営店舗に関
する事業）

100.0

株式会社ライドオンデマンド 120,000
宅配事業
（首都圏の直営店舗及び宅配
代行の運営に関する事業）

100.0

ライドオン・エースタ
ート１号投資事業有限
責任組合

1,000 投資事業 99.9

ライドオン・エースタ
ート２号投資事業有限
責任組合

1,000 投資事業 99.7

(注) １．当社の連結子会社は、上記の重要な子会社４社であります。
２．当社は、平成29年10月２日付で新設分割を行い、株式会社ライドオンエクスプレス、株式

会社ライドオンデマンドを設立いたしました。
３．当社は、平成30年１月29日付でライドオン・エースタート２号投資事業有限責任組合を設

立いたしました。
　

　 ③事業年度末日における特定完全子会社の状況

名称 住所

当事業年度末日
における特定完
全子会社の株式
の帳簿価格
（千円）

当社の総資産額
（千円）

株式会社ライドオンエクスプレス
東京都港区三田三丁
目５番27号

1,236,038 3,631,306

株式会社ライドオンデマンド
東京都港区三田三丁
目５番27号

427,989 2,104,475

　

　(8) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

当社グループは、以下の内容を主な事業としています。

　 ①フードデリバリー事業の運営

　 ②フランチャイズ本部の運営、加盟店募集および指導育成
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　(9) 主要な営業所および工場（平成30年３月31日現在）
　 ①当社

本社 東京都港区

　 ②子会社 株式会社ライドオンエクスプレス

本社 東京都港区

研修センター 東京都港区

テストキッチン 東京都港区

直営拠点 47拠点（以下の表に記載のとおり）

地区 拠点 地区 拠点

北海道 ３拠点 大阪府 １拠点

秋田県 １拠点 岡山県 ２拠点

山形県 １拠点 香川県 １拠点

福島県 １拠点 高知県 １拠点

新潟県 ２拠点 福岡県 ５拠点

岐阜県 ２拠点 佐賀県 １拠点

静岡県 ６拠点 熊本県 ２拠点

愛知県 13拠点 鹿児島県 １拠点

三重県 ３拠点 沖縄県 １拠点
　
　 ③子会社 株式会社ライドオンデマンド

本社 東京都港区

コントロールセンター 東京都港区

直営拠点 54拠点（以下の表に記載のとおり）

地区 拠点 地区 拠点

茨城県 １拠点 千葉県 ２拠点

栃木県 １拠点 東京都 33拠点

群馬県 １拠点 神奈川県 12拠点

埼玉県 ４拠点
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　(10) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

区 分 従業員数
前連結会計年度

末比増減
平均年齢 平均勤続年数

男 性 17名 286名減 38.3歳 6.8年

女 性 ６名 31名減 37.2歳 6.9年

合計又は平均 23名 317名減 38.0歳 6.8年

(注)１．上記は、正規従業員、契約社員数の状況であり、パートタイマー等は含んでおりません。
２．従業員数が前事業年度末に比べて317名減少しておりますが、これは当社が平成29年10月２

日付で新設分割を行い持株会社体制へ移行したことによるものです。

　

　(11)主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 964,999 千円

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 500,000 千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 285,000 千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 200,000 千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 6,160 千円

(注) 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で、商号を株式会社三菱ＵＦＪ銀行に
変更しております。

― 15 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月02日 16時49分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



2. 会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,522,800株

(3) 株 主 数 19,797名（前期比5,757名減）

(4) 大 株 主

株 主 名
当社への出資状況

持株数 持株比率

株式会社エミＡ＆Ｙ 2,113,700株 20.08％

BNYM NON-TREATY DTT 791,100株 7.51％

江見 朗 727,300株 6.91％

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS
ACCOUNT ESCROW

457,263株 4.34％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

319,100株 3.03％

松島 和之 294,500株 2.79％

渡邊 一正 268,600株 2.55％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

253,600株 2.41％

冨板 克行 218,200株 2.07％

日本証券金融株式会社 197,300株 1.87％

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項

当事業年度における新株予約権の行使により、発行済株式の総数が84,400株、

資本金が6,919千円、資本準備金が6,919千円増加しております。
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3. 新株予約権等に関する事項（平成30年３月31日現在）

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況

発行決議の日 平成23年4月8日 平成24年7月4日

保有人員および新株予約権の個数

当社取締役(監査等委員および社
外取締役を除く)

1名 600個 0名 0個

　当社取締役(監査等委員） 0名 0個 1名 78個

計 1名 600個 1名 78個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
（注）

240,000株 31,200株

新株予約権の払込価額 697円 無償
　

（注）当社は、平成27年４月１日付で１株を２株とする株式分割を行っております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株

予約権の状況

該当事項はございません。

　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　 該当事項はございません。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月02日 16時49分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役の氏名等（平成30年３月31日現在）
　

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 江見 朗
株式会社ライドオンエクスプレス 代表取締役社長
株式会社ライドオンデマンド 代表取締役社長

取締役副社長 松島 和之
宅配事業統括
株式会社ライドオンエクスプレス 取締役副社長
株式会社ライドオンデマンド 取締役副社長

取締役副社長 渡邊 一正

経営企画・人事・経理財務、投資・提携戦略統括
株式会社エースタート 代表取締役
株式会社ライドオンエクスプレス 取締役副社長
株式会社ライドオンデマンド 取締役副社長

常務取締役 冨板 克行
営業・商品担当
株式会社ライドオンエクスプレス 常務取締役
株式会社ライドオンデマンド 常務取締役

常務取締役 水谷 俊彦
経理財務担当
株式会社ライドオンエクスプレス 常務取締役
株式会社ライドオンデマンド 常務取締役

常務取締役 赤木 豊
ファインダイン、システム・マーケティング担当
株式会社ライドオンエクスプレス 常務取締役
株式会社ライドオンデマンド 常務取締役

取締役
（監査等委員）

清野 敏彦
株式会社ライドオンエクスプレス 監査役
株式会社ライドオンデマンド 監査役

取締役
（監査等委員）

瀧谷 啓吾
有限会社十八企画 取締役
株式会社ユリシス 代表取締役

取締役
（監査等委員）

岩部 成善
　

(注) １．会社法第２条第15号に定める社外取締役 瀧谷啓吾氏、岩部成善氏
２．当社は、社外取締役である瀧谷啓吾氏及び岩部成善氏を独立役員として、東京証券取引所

に届け出ております。
３．監査等委員清野敏彦氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、清野敏彦氏を常勤

の監査等委員に選定しております。
５．重要な兼職の異動の状況について
　 当社は、平成29年10月２日付で新設分割を行い、株式会社ライドオンエクスプレス、株式

会社ライドオンデマンドを設立いたしました。それに伴い、上記記載のとおりそれぞれ取
締役・監査役に就任しております。

　

　(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）と会社法第423条第１
項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度としております。
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　(3) 取締役の報酬等の額
　

区分
取締役（監査等委員を除く) 取締役（監査等委員) 合計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

定款または
株主総会決
議に基づく
報 酬

６名
(うち社外)

―名

201,624千円

―千円

３名
(うち社外)

２名

11,279千円

4,800千円

９名
(うち社外)

２名

212,903千円

4,800千円

計
６名

(うち社外)
―名

201,624千円

―千円

３名
(うち社外)

２名

11,279千円

4,800千円

９名
(うち社外)

２名

212,903千円

4,800千円
　

(注) 期末現在の人員は、取締役（監査等委員を除く）６名、取締役（監査等委員）３名（うち社外
取締役２名）であります。

　

　(4) 社外役員に関する事項
　 取締役（監査等委員） 瀧谷啓吾、岩部成善

　 ①他の法人等の業務執行者の兼任状況

社外取締役（監査等委員）瀧谷啓吾氏は、有限会社十八企画の取締役、株

式会社ユリシスの代表取締役を兼務しております。各社と当社グループの間

には、特別の利害関係はございません。

　 ②他の法人等の社外役員の兼任状況

　 該当事項はございません。

　 ③主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当事項はございません。

　 ④当事業年度における主な活動状況

　 a．取締役会への出席状況および発言状況

平成30年３月期における取締役会への出席状況は次のとおりであります。

取締役
(監査等委員)

瀧谷 啓吾氏 取締役会 22回開催うち22回出席

取締役
(監査等委員)

岩部 成善氏 取締役会 22回開催うち22回出席

瀧谷啓吾氏、岩部成善氏は、議案の審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。

　 b．監査等委員会への出席状況および発言状況
平成30年３月期における監査等委員会への出席状況は次のとおりでありま
す。

取締役
(監査等委員)

瀧谷 啓吾氏 監査等委員会 14回開催うち14回出席

取締役
(監査等委員)

岩部 成善氏 監査等委員会 14回開催うち14回出席

瀧谷啓吾氏、岩部成善氏は、監査等委員相互の意見の内容や根拠を検討し、
積極的に発言を行っております。
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5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

優成監査法人

（注）優成監査法人は平成30年7月2日をもって太陽有限責任監査法人と合併し、
存続監査法人は太陽有限責任監査法人となります。

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000 千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

26,000 千円

(注) １．会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、前事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認した上、
当事業年度の監査予定時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので当事
業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

　

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合、

監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。

また、会計監査人の再任の可否については、会計監査人の適格性、独立性及び

職務の遂行状況等に留意し、毎期検討を行います。

その結果、不再任が妥当と判断した場合、監査等委員会は、会計監査人の不再

任に関する株主総会提出議案の内容を決定いたします。
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6. 会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制
①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
当社グループは、取締役及び使用人が法令及び定款に適合する職務を遂行す

るために、社内における行動規範を制定し、法令順守はもちろんのこと、社内
におけるコンプライアンスに対する意識の向上に努める。代表取締役はコンプ
ライアンス担当役員及び内部監査人を任命し、内部監査室は、コンプライアン
ス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会等におい
てこれを報告する。

　

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理規程に基づき文書化または電磁

的媒体に記録し、整理・保存する。その他、社内規程の定めるところに従い、
定められた期間適切に保存するとともに、必要に応じて取締役、監査等委員で
ある取締役（以下、「監査等委員」という。）、監査法人等が閲覧・謄写可能な
状況にて管理を行う。

　

③損失の危機の管理に関する規定その他の体制
代表取締役は、当社におけるリスク管理に関する統括責任者を任命し、各部

署担当取締役とともに業務に付随するリスク管理を行う。各部署においては、
内在するリスクの把握、分析、評価を行った上、業務マニュアルを作成しリス
クマネジメントを行う。

内部監査室は、各部署のリスク管理状況を監査し、結果を取締役会等で報告
する。新たなリスクが生じた場合に備え、予めリスク管理統括責任者を中心に
必要な対応方針を整備し、損失を最小限にとどめるための各部署間の連携体制
を構築しておく。

　

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務の執行を効率的に行うため、取締役会を毎月１回定時に開催
する他、適宜臨時に開催する。全社的な目標を定め共有し、各取締役は、
当該目標達成に向けて各部署における効率的な達成方法を定めるものとす
る。運営結果については、定時の取締役会で報告、検証、分析され、全社
的な業務効率化を図っていく。

ｂ．子会社の法務、人事及び経理業務等については、当社の担当部署が支援を
行うとともに、「関係会社管理規程」に基づき子会社の業務を管理し、当
社グループ全体の業務の整合性と子会社の役職員の効率的な職務執行を確
保する。

　
⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
ａ．当社グループにおける内部統制の構築を目指し、グループ全体の内部統制

部署を定めるとともに、内部統制に関する協議、情報の共有化、指示、要
請の伝達が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
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ｂ．当社の役職員が子会社の取締役に就くことにより、当社が子会社の業務の
適正を監視し、子会社の業務及び取締役の職務の執行の状況を定期的に当
社の取締役会に報告できる体制とする。

　
⑥監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に対する体制ならびにその使用人の監査等委員を除く取締役か
らの独立性に関する事項
現在、当社においては、監査等委員会の職務を補助すべき使用人は配置して

いないが、必要に応じて監査等委員会と協議の上、同使用人を配置することが
できるものとする。この場合、監査等委員会より監査業務に必要な命令を受け
た当該使用人は、その命令に関して、監査等委員を除く取締役、内部監査室長
等の指揮命令を受けないものとし、また、当該使用人の任命・解任・評価・人
事異動・賃金の改定等については、監査等委員会の同意を得た上で決定するも
のとし独立性を確保する。
　
⑦監査等委員を除く取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
その他の監査等委員会への報告に関する体制、その他の監査等委員会の監査
が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査等委員を除く取締役または使用人は、監査等委員会に対して当社グル

ープに重大な影響を及ぼす事項、内部監査実施状況等につき速やかに報告
するものとする。
監査等委員は、重要な意思決定の状況を把握するため、取締役会等の重
要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を閲覧
し、監査等委員を除く取締役及び使用人に説明を求めることのできる体
制を構築する。

ｂ．子会社役員等は、監査等委員会に対して当社グループに重大な影響を及ぼ
す事項、内部監査実施状況等につき速やかに報告するものとする。

ｃ．当社グループは、監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理
由に不利な取扱いを受けない旨、周知徹底する。

ｄ．監査等委員は、重要な意思決定の状況を把握するため、子会社の取締役会
等の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を
閲覧し、子会社役員等に説明を求めることのできる体制を構築する。

ｅ．監査等委員を除く取締役は、監査等委員がその職務の執行について生ずる
費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、監査の職務の執行に必要
でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す
る。

　
⑧反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、反社会的勢力との関係については、企業の社会的責任及び
企業防衛の観点から、不当な要求に対しては毅然とした態度でこれを拒絶し、
一切の関係を持たないことを基本方針とする。整備状況に関しては、外部機関
から企業防衛に関する必要な情報収集を行ない、役職員への啓蒙活動に取り組
むとともに、不当な要求等、反社会的勢力からの介入を受けた場合には、適宜
に警察・顧問弁護士等を含め外部機関と連携して組織的に対処する。
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⑨財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の適正性を確保するための体制、その他法令・諸
規則等に定める情報開示について適切な開示が行われるための体制を整備し、
継続的に改善する。

　

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

①取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、
監査等委員会設置会社制度をとっております。

②取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性
を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役がすべての取締役会
に出席いたしました。

③内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行の監督、
内部統制監査を実施し、代表取締役及び監査等委員会に報告しております。

　

　(3) 株式会社の支配に関する基本方針
当社グループは現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきまし

ては、特に定めておりません。一方で、大量株式取得行為のうち、当社グループ
の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについては、適切な対応が必要と
考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後も慎重に検
討を行ってまいります。

　(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付けてお

り、業績、財政状態及び今後の事業展開を勘案した上で、配当を実施する事を基
本方針としております。

当期の期末配当金につきましては、１株当たり10円とさせていただきます。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

流動資産 6,765,653 流動負債 2,963,482

現 金 及 び 預 金 4,013,997 買 掛 金 972,569

売 掛 金 1,053,385 一年内返済予定の長期借入金 406,360

有 価 証 券 1,000,000 未 払 金 879,548

商 品 35,263 未 払 法 人 税 等 290,252

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 261,633 未 払 消 費 税 等 185,352

未 収 入 金 256,813 株 主 優 待 引 当 金 67,695

繰 延 税 金 資 産 47,778 そ の 他 161,705

そ の 他 117,218

貸 倒 引 当 金 △20,438

固定資産 3,289,661 固定負債 2,031,012

有形固定資産 569,786 長 期 借 入 金 1,549,799

建 物 417,649 資 産 除 去 債 務 141,444

車 両 運 搬 具 16,123 預 り 保 証 金 339,769

工 具 器 具 備 品 133,846

土 地 2,166

負 債 合 計 4,994,495

無形固定資産 421,790 純資産の部

株主資本 4,813,906

投資その他の資産 2,298,083 資本金 971,381

投 資 有 価 証 券 1,501,211 資本剰余金 875,001

差 入 保 証 金 619,045 利益剰余金 2,967,626

長 期 未 収 入 金 125,428 自己株式 △103

繰 延 税 金 資 産 121,905

そ の 他 24,534 その他の包括利益累計額 244,578

貸 倒 引 当 金 △94,041 　その他有価証券評価差額金 244,578

非支配株主持分 2,335

純 資 産 合 計 5,060,820

資 産 合 計 10,055,315 負 債 及 び 純 資 産 合 計 10,055,315

　（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

　

科 目 金 額

Ⅰ．売上高 19,140,712

Ⅱ．売上原価 9,923,264

売 上 総 利 益 9,217,447

Ⅲ．販売費及び一般管理費 8,214,114

営 業 利 益 1,003,333

Ⅳ．営業外収益

　 投資有価証券売却益 61,223

　 受取利息 2,782

　 業務受託料 3,277

固定資産売却益 2,506

その他 2,974 72,765

Ⅴ．営業外費用

支払利息 1,111

固定資産除売却損 5,810

加盟店舗買取損 95,328

その他 9,480 111,731

経 常 利 益 964,367

Ⅵ．特別利益

　 固定資産売却益 7,314

受取保険金 5,511 12,825

Ⅶ．特別損失

リース解約損 5,468

減損損失 69,261

その他 6,319 81,048

税金等調整前当期純利益 896,144

法人税、住民税及び事業税 439,650

法人税等調整額 △78,831 360,819

当期純利益 535,324

非支配株主に帰属する当期純利益 47

親会社株主に帰属する当期純利益 535,277

　（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 9 年 ４ 月 １ 日 残 高 964,461 868,104 2,536,732 △103 4,369,195

当連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 6,919 6,919 － － 13,839

剰 余 金 の 配 当 － － △104,383 － △104,383

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － － 535,277 － 535,277

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る 親 会 社 の 持 分 変 動 － △22 － － △22

株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額（純額） － － － － －

当連結会計年度中の変動額合計 6,919 6,896 430,893 － 444,710

平 成 3 0 年 ３ 月 3 1 日 残 高 971,381 875,001 2,967,626 △103 4,813,906

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

平 成 2 9 年 ４ 月 １ 日 残 高 △3,041 △3,041 952 4,367,106

当連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 － － － 13,839

剰 余 金 の 配 当 － － － △104,383

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － － － 535,277

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る 親 会 社 の 持 分 変 動 － － － △22

株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額（純額） 247,620 247,620 1,382 249,003

当連結会計年度中の変動額合計 247,620 247,620 1,382 693,713

平 成 3 0 年 ３ 月 3 1 日 残 高 244,578 244,578 2,335 5,060,820

　（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
　平成30年５月22日

株式会社 ライドオンエクスプレスホールディングス
取 締 役 会 御中

優成監査法人

指 定 社 員
公認会計士 佐藤 健文 ㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士 小野 潤 ㊞

業務執行社員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ライドオンエクスプレスホールデ
ィングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、
監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

流動資産 5,813,243 流動負債 3,963,817

現 金 及 び 預 金 3,113,195 一年内返済予定の長期借入金 406,360

有 価 証 券 1,000,000 未 払 金 1,846,427

前 払 費 用 46,690 未 払 費 用 14,848

繰 延 税 金 資 産 12,238 前 受 金 515

未 収 入 金 375,253 預 り 金 1,619,158

未 収 還 付 法 人 税 等 8,138 株 主 優 待 引 当 金 67,695

　 立 替 金 1,237,901 そ の 他 8,812

そ の 他 22,180

　 貸 倒 引 当 金 △2,355

固定資産 4,384,618 固定負債 1,583,393

有形固定資産 138,525 長 期 借 入 金 1,549,799

建 物 110,675 資 産 除 去 債 務 33,594

車 両 運 搬 具 14,638

工 具 器 具 備 品 11,044

土 地 2,166 負 債 合 計 5,547,210

純資産の部

無形固定資産 9,320 株主資本 4,406,233

商 標 権 9,320 資本金 971,381

資本剰余金 875,065

資 本 準 備 金 875,065

投資その他の資産 4,236,772

投 資 有 価 証 券 184,278 利益剰余金 2,559,890

その他の関係会社有価証券 1,769,979 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,559,890

関 係 会 社 株 式 1,664,027 繰 越 利 益 剰 余 金 2,559,890

長 期 前 払 費 用 3,370

差 入 保 証 金 486,906 自己株式 △103

繰 延 税 金 資 産 113,208

そ の 他 15,004 評価・換算差額等 244,417

貸 倒 引 当 金 △2 その他有価証券評価差額金 244,417

純 資 産 合 計 4,650,650

資 産 合 計 10,197,861 負 債 及 び 純 資 産 合 計 10,197,861
　
　（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ．売上高 9,161,795

Ⅱ．売上原価 4,402,956

売 上 総 利 益 4,758,839

Ⅲ．販売費及び一般管理費 4,461,234

営 業 利 益 297,604

Ⅳ．営業外収益

受取利息 2,779

業務受託料 3,277

固定資産売却益 27

投資事業組合運用益 51,296

その他 1,127 58,509

Ⅴ．営業外費用

支払利息 1,111

固定資産除売却損 3,464

加盟店舗買取損 69,422

投資事業組合運用損 3,363

その他 4,091 81,454

経 常 利 益 274,659

Ⅵ．特別利益

　 受取保険金 2,551

固定資産売却益 7,314 9,866

Ⅶ．特別損失

リース解約損 2,340

固定資産除売却損 6,319 8,659

税 引 前 当 期 純 利 益 275,866

法人税、住民税及び事業税 182,975

法人税等調整額 △34,690 148,284

当 期 純 利 益 127,581

　（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高
（平成29年４月１日）

964,461 868,145 868,145 2,536,691 2,536,691 △103 4,369,195

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 6,919 6,919 6,919 － － － 13,839

剰 余 金 の 配 当 － － － △104,383 △104,383 － △104,383

当 期 純 利 益 － － － 127,581 127,581 － 127,581

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 6,919 6,919 6,919 23,198 23,198 － 37,037

当 期 末 残 高
（平成30年３月31日）

971,381 875,065 875,065 2,559,890 2,559,890 △103 4,406,233

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高
（平成29年４月1日）

△4,056 △4,056 4,365,139

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － 13,839

剰 余 金 の 配 当 － － △104,383

当 期 純 利 益 － － 127,581

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 248,474 248,474 248,474

当 期 変 動 額 合 計 248,474 248,474 285,511

当 期 末 残 高
（平成30年３月31日）

244,417 244,417 4,650,650

　（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
　平成30年５月22日

株式会社 ライドオンエクスプレスホールディングス
取 締 役 会 御中

優成監査法人

指 定 社 員
公認会計士 佐藤 健文 ㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士 小野 潤 ㊞

業務執行社員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ライドオンエクスプレスホ
ールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第17期事業年度の取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１． 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す
るとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査しまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書ならびに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。

２．監査の結果

　（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月22日

株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス 監査等委員会

常勤監査等委員 清野 敏彦 ㊞

社外監査等委員 瀧谷 啓吾 ㊞

社外監査等委員 岩部 成善 ㊞

　
以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第17期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境および事業の継

続的成長のため内部留保などを総合的に勘案し、以下のとおりとさせていただきた

いと存じます。

　（1）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金 10円 総額 105,227,360円

　（2）剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成30年６月28日

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名が本総会終結の時をもって任期満

了となりますので、改めて取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名の選任を

お願いするものであります。

監査等委員会は、当会社の企業価値向上の観点から、各候補者を取締役に選任す

ることが適切であると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１

えみ あきら

江 見 朗

(昭和35年９月10日生)

昭和59年３月 レストラン玄海（米国）入社

727,300株

平成４年４月 サブマリン開業

平成７年８月 ㈱サブマリン設立 代表取締役社長

平成13年７月 当社設立 代表取締役社長（現任）

平成29年10月 ㈱ライドオンエクスプレス 代表取締役社長

（現任）

平成29年10月 ㈱ライドオンデマンド 代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の創業者である江見朗氏は、経営全般における豊富な実務経験及び当社の事業を取り巻く

環境や業界について幅広い見識を有していることから、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

２

まつしま かずゆき

松 島 和 之

(昭和34年９月24日生)

昭和56年３月㈲森商店入社

294,500株

昭和61年４月㈱ヤマコグループ入社

平成４年４月サブマリン開業

平成７年８月㈱サブマリン設立 取締役副社長

平成13年７月当社設立 取締役

平成15年11月当社 専務取締役

平成22年８月当社 取締役副社長（現任）

平成29年10月㈱ライドオンエクスプレス 取締役副社長（現

任）

平成29年10月㈱ライドオンデマンド 取締役副社長（現任）

平成30年４月当社 宅配事業統括（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の共同創業者である松島和之氏は、当社の経営・フランチャイズチェーン運営全般におけ

る豊富な実務経験及び当社の事業を取り巻く環境や業界について深い見識を有していることか

ら、引き続き取締役候補者としました。

３

わたなべ かずまさ

渡 邊 一 正

(昭和44年１月17日生)

平成３年４月 ㈱リクルートコスモス入社

268,600株

平成４年４月 ㈱関西リクルート人材センター（現：㈱リク

ルートキャリア）入社

平成15年10月 ㈱ネクストジャパン 常務取締役

平成17年10月 同社 取締役上席副社長

平成18年10月 同社 代表取締役社長

平成19年11月 サードステージ設立 代表

平成22年８月 当社 専務取締役

平成27年１月 ㈱エースタート設立 代表取締役（現任）

平成28年４月 当社 取締役副社長（現任）

平成29年10月 ㈱ライドオンエクスプレス 取締役副社長（現

任）

平成29年10月 ㈱ライドオンデマンド 取締役副社長（現任）

平成30年４月 当社 経営企画・人事・経理財務、投資戦略

統括（現任）

【取締役候補者とした理由】

渡邊一正氏は、経営全般における幅広い見識、豊富な実務経験を有しており、当社の経営企

画・管理部門の統括として重要な役割を果たしていることから、引き続き取締役候補者としま

した。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

４

とみいた かつゆき

冨 板 克 行

(昭和40年３月17日生)

昭和63年４月㈱木曽路入社

218,200株

平成７年８月㈱サブマリン入社

平成10年８月同社 専務取締役

平成13年７月当社入社

平成14年２月当社 取締役

平成22年８月当社 常務取締役（現任）

平成29年10月㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役（現任）

平成29年10月㈱ライドオンデマンド 常務取締役（現任）

平成30年４月当社 営業・調達担当（現任）

【取締役候補者とした理由】

冨板克行氏は、当社の取締役として経営に携わると共に、フランチャイズチェーン構築・運営

における監督・指揮、新規事業開発といった豊富な実務経験を有していることから、引き続き

取締役候補者としました。

５

みずたに としひこ

水 谷 俊 彦

(昭和44年11月16日生)

昭和63年４月㈱高千穂通信機器製作所（現：㈱タカコム）

入社

144,200株

平成３年２月㈱ファルコバイオシステムズ入社

平成８年11月㈱サブマリン入社

平成13年２月同社 常務取締役

平成13年７月当社入社

平成14年２月当社 取締役

平成22年８月当社 常務取締役（現任）

平成29年10月㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役（現任）

平成29年10月㈱ライドオンデマンド 常務取締役（現任）

平成30年４月当社 経理財務担当（現任）

【取締役候補者とした理由】

水谷俊彦氏は、当社の取締役として経営に携わると共に、フランチャイズチェーンにおけるシ

ステム構築・運営における監督・指揮及び新規事業開発における豊富な実務経験を有している

ことから、引き続き取締役候補者としました。

６

あかぎ ゆたか

赤 木 豊

(昭和51年９月４日生)

平成11年４月㈱日本エル・シー・エー入社

88,200株

平成11年12月㈱イデアリンク（現：㈱イデアプラス）入社

平成13年12月同社 取締役

平成19年10月同社 代表取締役

平成20年５月同社 取締役副社長

平成22年８月当社 取締役

平成27年６月当社 常務取締役（現任）

平成29年10月㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役（現任）

平成29年10月㈱ライドオンデマンド 常務取締役（現任）

平成30年４月当社 ファインダイン、システム・マーケテ

ィング担当（現任）

【取締役候補者とした理由】

赤木豊氏は、当社のエリアフランチャイザーとしての運営全般における豊富な実務経験及び経

営全般における幅広い見識を有していることから、引き続き取締役候補者としました。
　
（注） 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
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株主総会会場ご案内図

　 会場：東京都港区芝公園２－４－１芝パークビルＢ館地下１階

　 ＴＯＫＹＯ－ＣＯＮＶＥＮＴＩＯＮ ＨＡＬＬ ＡＰ浜松町

　 電話 ０３－５４０５－６１０９

　 ＪＲ山手線・京浜東北線 浜松町駅 北口より徒歩７分

　 都営浅草線・大江戸線 大門駅 Ａ６出口より徒歩３分

　 都営三田線 芝公園駅 Ａ３出口より徒歩３分

　

　 株主様向けのお土産のご用意および株主懇親会等の開催は
　 ございません。予めご了承ください。
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